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【別紙１】 

 

 

 

 

 

 

YES                    N O  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 例えば、（１）新たに建設（製造）を行う公共施設等についても、別の

公共施設等とともに一括して当該公共施設等を新たに建設（製造）を行う

民間事業者以外の者に運営等を委託することによって、運営等に係る公的

負担の抑制が期待できる場合、（２）当該公共施設等に係る将来の状況の

変化が大きい（急速な技術革新の進展や利用に係る需要の大幅な変化等が

予想される）ことから、建設（製造）後の運営等に係る契約内容や要求水

準の検討が困難である場合等は、「No」を選択することが考えられる。  

※２ これらの手法については、公的不動産の利活用（定期借地権方式、公共

所有床の活用、占用許可等の公的空間の利活用等）と併せて実施すること

も考えられる。 

参照：内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程策定の手引」（平成 28 年３月） 

採用手法選択フローチャート 

施設の新設又は改修を伴うもの 

④ 公共施設等運営権、O方式、指定管理者制度又は包括的民間委託  

各々の手法の下記特徴を踏まえて、簡易な検討の対象とする手法

を決定する。  

（１）公共施設等運営権  

次に掲げる事項の全てに該当する場合に採用することができる。  

・公共施設等の管理者等が公共施設等の所有権を有していること  

・公共施設等が利用料金の徴収を行うものであること  

（２）O方式  

・（１）に該当しない場合でも採用することができる。  

（３）指定管理者制度  

・公共施設等が地方自治法に基づく「公の施設」に該当する場合に

採用することができる。  

（４）包括的民間委託  

・公共施設等の維持管理又はこれに関する企画に掲げる二以上の種

類の業務について、民間事業者に一括して委託する場合に採用する

ことができる（下水道の包括的民間委託、水道の第三者委託等）。 

設計及び建設（製造）と運営等を一括して委託するもの※１

１ 

建設（製造）に民間資金を活用するもの 

① BTO・BOT・BOO・RO ※２ ② DBO ※２ ③ BT ※２ 
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【別紙２】 

公共施設等の維持管理、運営等を行う方式 

 

（1）PFI 手法 

公共施設等運営

事業（ｺﾝｾｯｼｮﾝ） 

●利用料金を収受する公共施設等について、公共側が施設の所有権を有し

たまま、民間事業者が運営権を取得し、施設の維持管理、運営等を行う

方式。 
・利用料金を収受する施設等で、民間事業者による効率的な維持管理・運営が期待

される事業において採用されています。 

・空港、水道、下水道、道路、文教施設、公営住宅が重点分野として取り組まれて

います。 

O 方式 Operate ●民間事業者に公共施設等の維持管理・運営等を長期契約等により一括発

注や性能発注する方式。 

 

（2）PFI 手法以外の手法 

指定管理者制度 

 

●地方公共団体が公の施設の維持管理・運営等を管理者として指定した民

間事業者に包括的に実施させる手法。 

包括的民間委託 

 

●（本手引における主たる想定）公共施設等の維持管理・運営段階におけ

る複数業務・複数年度の性能発注による業務委託。 

 

PPP/PFI 手法ごとの官民間の契約形態、業務範囲、施設の所有者 

 

 

 

PPP/PFI手法 

官民間の  

契約形態 

業務範囲 施設の 

所有者 設計 

(Design) 

建設 

(Build) 

維持管理 

(Maintenance) 

運営 

(Operate) 
公共施

設の設

計、建

設・改

修、維

持管

理、運

営等を

行う方

式 

BTO 事業契約 民間 民間 民間 民間 公共 
BOT  事業契約 民間 民間 民間 民間 民間 
BOO  事業契約 民間 民間 民間 民間 民間 

BT  事業契約 民間 民間 ― ― 公共 
RO  事業契約 民間 民間 民間 民間 公共 
DBO  設計・建

設は請負

契約、維

持管理・

運営は事

業契約 

民間 民間 民間 民間 公共 

公共施

設の維

持管

理・運

営等を

行う方

式 

公共施設

等運営権

(ｺﾝｾｯｼｮﾝ)  

事業契約 ― ― 民間 

（※1） 

民間 公共 

O方式 事業契約 ― ― 民間 民間 公共 
指定管理

者制度  
指定（行

政処分） 

― ― 民間 民間 公共 

包括的民

間委託  
委託契約 ― ― 民間 民間 公共 

※1 PFI 法上の「維持管理」には、いわゆる新設又は施設等を全面的に除却し再整備するものを除く資本

的支出又は修繕（いわゆる増築や大規模修繕も含みます。）も含まれているため、既存施設（利用料金を

徴収する施設に限る。）の改築については、公共施設等運営権方式も対象となります。 

 
参照：内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成 29 年 1月） 
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【別紙３】 

事例：斎場 

 

1 PPP/PFI 事業の特徴 

 

1 想定される PPP/PFI 手法 

PFI（BTO）／DB／指定管理者制度 

2 PPP/PFI 手法導入の考え方 

・整備を伴う事業では、PFI、DB 方式を採用している事例がある。 

・維持管理・運営については指定管理者制度を導入している事例がある。 

3 検討のポイント 

【民間資金の活用】 

・施設整備に必要な資金をどの程度賄えるのかに影響される。 

【維持管理・運営業務の業務範囲】 

・維持管理と運営を一括することが考えられるが、料金徴収業務を含める場合は、火葬料

金は地方自治法第 244 条の 2 第 8 項の利用料金制度は採用されないため、使用料徴

収代行業務にするなどの方策が考えられる。 

【競争性の発揮】 

・火葬炉製造企業及び火葬炉運転企業が限られているため、競争性を発揮させるために、

火葬炉製造企業及び火葬炉運転企業が複数の応募者となる（重複参加する）ことを認め

ている事業もある。 

 

2 PPP/PFI の事業スキーム概要 

 

(1) 事業スキーム 

・PFI 事業における事業スキームの特徴は以下のとおり。 

項目 内容 

事業方式 ・12 件のうち、10件が BTO 方式、2件が BOT 方式。 

事業類型 ・12 件のうち、11 件がサービス購入型、1 件が混合型。 

事業期間 ・12 件のうち、9件が 15～22 年となっている。 

その他 ・一部事務組合等、複数自治体にまたがる事業もある。 

 

(2) 官民の役割分担 

・PFI 事業では施設整備業務（設計・建設等）及び維持管理業務（保守管理・修繕・警備・

清掃等）は民間事業者の業務範囲に含まれる事例が大半である。 

・運営業務については事例によって異なるが、民間事業者の業務範囲に含む場合には以下の

業務が含まれることが多い。 

受付・案内、炉前業務、火葬業務、使用料徴収代行業務 

(3) リスク分担 

・火葬件数の変動に関するリスクは通常公共側が負担する。 

(4) 収益化の可能性  

・火葬料金（ペットの火葬料金を除く）に関しては、地方自治法第 244 条の 2 第 8 項の利

用料金制度は採用されない。 

・売店等の利便施設を運営している事業もある。 

 

参照：内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成 29 年 1月） 
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【別紙４】 

瓜破斎場業務における職員数の推移と業務運営に係るスケジュール 

 

【職員数の推移】

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52

18 17 17 15 15 15 14 14 14 12 11 9 8 8 7 5 5 4 4 4 3 2 2 0

1 2 2 2 2 2 3 2 1 3 4 5 6 6 5 6 4 4 4 3 2 3 2 4

19 19 19 17 17 17 17 16 15 15 15 14 14 14 12 11 9 8 8 7 5 5 4 4

火葬業務 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

炉前業務 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14

その他 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

計 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19

0 0 0 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 7 ▲ 8 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 12 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 15

【委託業務の種別とスケジュール】

※1　定数で2名～3名人員不足となるため、火葬業務の委託化を検討。

※2　さらに定数で4名以上の人員不足となるため、炉前業務においてアルバイト・パート等を雇用するほか、全体職員の配置の中で炉前業務の委託化を含めて検討。

炉前業務

※瓜破斎場技能職員に係る１日当たり最低必要人員：火葬業務（２）炉前業務（８）
なお、定数は必要人員からシフトを考慮して算出している。

職員数

再任用職員数

合計人数①

定数②

過不足①-②

火葬業務

※2

※1

※3
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【別紙５】 

法的根拠（斎場の経営主体となる要件「公益法人」） 
 

○ 墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年 5月 31 日号外）法律第 48号 

第 10 条 墓地、納骨堂又は火葬場を経営しようとする者は、都道府県知事の許

可を受けなければならない。 

 

  ○ 大阪府墓地、埋葬等に関する法律施行条例 

（墓地等の経営主体）第 3条 

墓地等を経営しようとする者は、次の各号のいずれかに該当する者でなければ

ならない。ただし、知事が、府民の宗教的感情に適合し、かつ、公衆衛生その他

公共の福祉の見地から支障がないと認めるときは、この限りでない。 

一 地方公共団体 

二 宗教法人法（昭和 26年法律第 126 号）第 4条第 2項に規定する法人（以下

「宗教法人」という。）であって、府内にその主たる事務所又は従たる事務

所を有するもの 

三 墓地等の経営を目的とする公益社団法人又は公益財団法人(一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成十八年

法律第五十号)第四十二条第一項に規定する特例社団法人又は特例財団法

人を含む。)であって、府内にその主たる事務所又は従たる事務所を有する

もの 

 

  ○ 昭和 43年厚生省通知 

墓地、納骨堂または火葬場の経営主体については、昭和 21 年 9 月 3日付け発警

第 85 号内務省警保局長、厚生省衛生局長連名通知及び昭和 23年 9 月 13 日付け

厚生省発衛第 9 号厚生次官通知により、原則として市町村等の地方公共団体で

なければならず、これにより難い事情がある場合であっても宗教法人、公益法

人等に限ることとされてきたところである。これは墓地等の経営については、

その永続性と非営利性が確保されなければならないという趣旨によるものであ

り、この見解は現時点においてもなんら変更されているものではない。従って、

墓地等の経営の許可にあたっては、今後とも上記通知の趣旨に十分御留意のう

え、処理されたい。 

 

  ○ 平成 11年厚生省通知 

墓地等（火葬場含む）の経営については、永続性と非営利性の確保から営利企業

が経営主体となり、またその経営に対し、実質的な支配を及ぼすことは望まし

くない。許可の申請をする者が、実質的に墓地等の経営安定及び管理の適正を

確保する能力があるか等について精査することが必要。 
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【参考】用語の意義 

 

○｢PPP｣とは 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、

民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図る、つま

り、公民が連携して公共サービスの提供を行うスキームを PPP（パブリック・プライベート・

パートナーシップ：公民連携）と呼ぶ。PFI は、PPP の代表的な手法の一つである。 

PPP の中には、PFI、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営（DBO）方式、さらに包括

的民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれる。 

 

○｢PFI｣とは 

PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）とは、公共施設等の設計、建設、

維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行

うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方をいう。 

サッチャー政権以降の英国で｢小さな政府｣への取り組みの中から、公共サービスの提供

に民間の資金やノウハウを活用しようとする考え方として、PFI は 1992 年に導入された。 

PFI の考え方は英国で生まれた構想であるが、これに類似した公共事業分野への民間参画

の取組は世界各国においても行われており、PFI は｢小さな政府｣や｢民営化｣等行政財政改革

の流れの一つとして捉えられるものである。VFM (ヴァリュー・フォー・マネー）は PFI の

基本原則とされる。 

 

○｢VFM｣とは 

VFM (ヴァリュー・フォー・マネー）とは、PFI の基本原則の一つで、一定の支払に対し、

最も価値の高いサービスを提供するという考え方をいう。公共サービス提供期間中にわた

る国及び地方公共団体の財政支出（適切な割引率により現在価値化された総事業コスト）の

軽減が図られ、あるいは、一定の事業コストの下でも、経済･社会への変化に対応したより

水準（質･量）の高い公共サービスの提供が可能となることが PFI では必要である。 

ただし、これからの公共サービスは、より質が重視されるものと考えられるので、必ずし

もコストの低い事業者のものが良いということではない。また、PFI 事業による公共サービ

スの提供は長期に渡るものであり、事業が開始された後の維持･管理またモニターリングと

いったものが、本当の意味で VFM を計る大きな要素となり重視しなければならないとされ

る。 

 

○「公設公営方式」とは 

公共が財源確保から施設の設計・建設、運営等のすべてを行う方式。運転業務を民間に委

託する場合を含む。いわゆる直営制度。 

 

○公共施設等の設計・建設・改修、維持管理・運営等を伴う方式 

◇ PFI 手法 

(1) BTO 方式（Build-Transfer-Operate；建設―譲渡―運営） 

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権について

は、施設の完成後に公共に移転。 

(2) BOT 方式（Build-Operate-Transfer；建設―運営―譲渡） 

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権について

は、委託期間終了後に公共に移転。 

(3) BOO 方式（Build-Own-Operate；建設―所有―運営） 

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権について

は、委託期間終了後も公共に移転を行わない。 
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(4) RO 方式 

既存の施設を改修し、管理・運営する事業方式。所有権の移転はなく、地方公共団体

が所有者となる方式。 

◇ PFI 以外 

(5)「公設民営方式（DBO 方式）（Design-Build-Operate；設計―建設―運営）」とは 

公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の設計・建設、運営等を民間事業者に

包括的に委託する方式。 

 

○公共施設等の維持管理、運営等を行う方式 

◇ PFI 手法 

(1)公共施設等運営権（コンセッション方式） 

利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、施

設の運営権を民間事業者に設定する方式。（平成 23 年ＰＦＩ法改正により導入） 

公的主体が所有する公共施設等について、民間事業者による安定的で自由度の高い運

営を可能とすることにより、利用者ニーズを反映した質の高いサービスを提供するもの。 

(2)O 方式（Operate） 

民間事業者に公共施設等の維持管理・運営等を長期契約等により一括発注や性能発注

する方式。 

◇ PFI 以外 

(3)指定管理者制度 

地方公共団体が公の施設の維持管理・運営等を管理者として指定した民間事業者に包

括的に実施させる手法。 

(4)包括的民間委託 

公共施設等の維持管理・運営段階における複数業務・複数年度の性能発注による業務

委託。 

 

○収入形態による分類 

  上記の分類は、収入形態によって、更に 3つに細分化 

ア 独立採算型 

民間事業者が整備した施設・サービスに利用者が料金等を支払うことで、 事業費を

賄う方式(公共の財政負担無) 

イ サービス購入型 

民間事業者が整備した施設・サービスに公共が対価を支払うことで、 事業費を賄う

方式（公共施設等運営権制度では不可） 

    ウ 混合型 （ア＋イ） 

独立採算型とサービス購入型を組み合わせて、利用者による料金等と公共からの支

払いにより、事業費を賄う方式 

 


